
 

 

 

第129回 定時株主総会 
招集ご通知に際してのインターネット開示事項 

 

連 結計算書類の連結注記表 

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表 

 

(平成 29 年 3月 1日から平成 30年 2月 28 日) 

 

 

 

 

 

 



（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

1 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 社

主要な連結子会社の名称

TOHOシネマズ㈱、スバル興業㈱、東宝ビル管理㈱

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

㈱日本アート・シアター・ギルド、㈱東宝スタジオサービス

連結の範囲から除いた理由

2 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数

持分法を適用した非連結子会社の数 社、 持分法を適用した関連会社の数 社

(2) 持分法適用関連会社の名称

オーエス㈱、㈱東京楽天地、Hemisphere Motion Picture PartnersⅠ,LLC、

Hemisphere Motion Picture PartnersⅡ,LLC

(3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社等の名称

（非連結子会社）

㈱日本アート・シアター・ギルド、㈱東宝スタジオサービス

（関連会社）

有楽町センタービル管理㈱

持分法を適用していない理由

(4) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

3 連結子会社の事業年度等に関する事項

4 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券　 時価のあるもの …………

時価のないもの …………

 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社はいずれも小規模であり、当期純損益及び利益剰余
金等のうち持分に見合う額の合計額等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、
これらの会社に対する投資については持分法を適用せず原価法により評価しております。

 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業年度に係る
計算書類を使用しております。

　連結子会社のうち決算日が１月31日のスバル興業㈱他13社については当該決算日の計算書類を使用
し、連結決算日との間に生じた重要な取引についてはそれぞれ必要な調整を行っております。

　決算日が12月31日のToho-Towa US, Incについては連結決算日にあわせて仮決算を行っております。

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定)
移動平均法による原価法

連　結　注　記　表

34

　前連結会計年度まで連結の範囲に含めておりました東宝不動産株式会社は、平成29年３月１日付
で当社と合併の上解散したことにより、連結の範囲から除外しております。

　連結子会社のスバル興業㈱が、平成29年８月１日付で㈱アイ・エス・エスグループ本社(以下「同
社」といいます。)の全株式を取得したことにより、同社及びその子会社である㈱アイ・エス・エス及び
㈱アイ・エス・エス・アールズを連結の範囲に含めております。

　非連結子会社はいずれも小規模であり、総資産の合計額、売上高の合計額、当期純損益及び利
益剰余金のうち持分に見合う額の合計額等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい
ないため連結の範囲から除外しております。
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② たな卸資産の評価基準及び評価方法

映画の製作品及び仕掛品は、たな卸資産に含めております。

製作品(封切済映画)

当社…期末前６か月内封切済作品 …………

連結子会社(東宝東和㈱) ……………………

製作品(未封切映画)、仕掛品、販売用不動産…

商品及び貯蔵品、その他のたな卸資産 ………

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法　

① 有形固定資産(リース資産を除く) …

② 無形固定資産(リース資産を除く) …

③

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金  …………………………

② 賞与引当金  …………………………

③ 役員賞与引当金 ……………………

④ 役員退職慰労引当金 ………………

⑤ PCB処理引当金　　………………

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

③ 連結子会社における簡便法の採用

リース資産　 …………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。なお、リース取引開始日がリース取引会計基準の改正適用
初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用して
おります。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

期末従業員に対し、夏季に支給する賞与に充てるため、支給見込額のう
ち当連結会計年度の負担額を計上しております。

連結子会社において取締役及び監査役に対する賞与の支給に充てるた
め、当連結会計年度末における支給見込額のうち、当連結会計年度の負
担額を計上しております。

役員退職慰労金の支出に備えるため、連結子会社のうち20社は内規に
基づく期末要支給額を計上しております。

取得原価の15%　(法人税法施行令第50条に基づく認
定率)　を基準としております。

封切日からの経過月数による未償却残額（同上）を基
準としております。

個別原価法（収益性の低下による簿価切下げの方
法）

主として総平均法による原価法（収益性の低下による
簿価切下げの方法）

建物のうち平成10年３月31日以前取得分で相当規模以上のもの及
び平成10年４月１日以降取得分並びに平成 28 年４月 1 日以後に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法、それ以外の有
形固定資産は定率法によっております。
なお、建物の耐用年数は２年から50年であります。

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理に備えるため、処理費用見積額を
計上しております。

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基
づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。年金資産の額が退職給付
債務を超える場合には、退職給付に係る資産として計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して
おります。過去勤務費用については、発生時に一括で費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益
累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

連結子会社は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。



(5) のれんの償却方法及び償却期間

(6) 収益及び費用の計上基準

① ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

② 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(7) 消費税等の会計処理方法

(追加情報)

(連結貸借対照表に関する注記)

1 担保に供している資産 百万円

百万円

百万円

上記のうち土地に対応する債務 百万円

2 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

3 たな卸資産の内訳 商品及び製品 百万円

仕掛品 百万円

原材料及び貯蔵品 百万円

4 土地の再評価

再評価を行った年月日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1 連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

株

2 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行
基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その他の工事については、工事完成基準を
適用しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）
を当連結会計年度から適用しております。

のれんについては、その効果が発現すると見積もられる期間 （20年以内）で均等償却しております。
ただし、金額に重要性が乏しい場合には、発生年度の費用として処理しております。

長期預り保証金 30

156,751

1,706

4,926

515

投資有価証券 10

定期預金 41

土地 250

決議 株式の種類
配当金の総額
 (百万円)

１株当たり
配当額  (円)

基準日 効力発生日

　持分法適用関連会社であるオーエス㈱が、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法
律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19
号）を適用することにより生じた土地再評価差額金のうち、当社の持分相当額を純資産の部に計上してお
ります。

再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号
に定める「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価
額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」に合理的
な調整を行って算出

平成14年１月31日

普　通　株　式 188,990,633

平成29年９月26日
普通株式 2,259 12.50 平成29年８月31日 平成29年11月２日

取締役会

平成29年５月25日
普通株式 5,888 32.50 平成29年２月28日 平成29年５月26日

定時株主総会



(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

① 配当金の総額

② １株当たり配当額

③ 基準日

④ 効力発生日

（金融商品に関する注記）

1 金融商品の状況に関する事項

2 金融商品の時価等に関する事項

(1) 現金及び預金

(2) 受取手形及び売掛金

    貸倒引当金

(3) リース投資資産

(4) 現先短期貸付金

  　貸倒引当金

 

(5) 有価証券及び投資有価証券(*)

(6) 差入保証金

(1) 買掛金

(2) 未払金

(3) 長期預り保証金

平成30年５月31日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

　当社グループは、資金調達については自己資金を原則としております。また、一時的な余資は現先

短期貸付金等の安全性の高い金融資産で運用しております。なお、デリバティブ取引については、リス

クの高い投機的な取引は行わない方針であり、デリバティブを組み込んだ複合金融商品の購入につい

ては充分な協議を行うこととしております。

　営業債権である受取手形及び売掛金、リース投資資産は顧客の信用リスクに晒されておりますが、

与信債権管理規程に従い、取引先の状況等を定期的に把握し、財務状況の悪化等によるリスクの低

減を図っております。現先短期貸付金は一定以上の格付けのある相手先に対する安全性の高い短期

的な貸付金であり、信用リスクは軽微であります。また、有価証券及び投資有価証券は、主に業務上

の関係を有する企業の株式や安全性の高い債券であり、市場リスクに晒されております。これらについ

ては、四半期ごとに時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。差入保証金は、主に賃貸借

契約に基づき預託しているものであり、取引先企業等の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払金は短期間で決済されるものであります。預り保証金は主に賃貸借

契約に基づく保証金であり、流動性リスクに晒されております。

平成30年２月28日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

平成30年５月30日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案してお
ります。

5,856 百万円

32.50 円

平成30年２月28日

18,457

△ 50

18,406 18,406 -

20,851 21,768 916

(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

15,290 15,290 -

資産計 260,639 262,648 2,009

44,999

△ 4

44,995 44,995 -

147,262 148,445 1,183

20,182 20,182 -

3,289 3,289 -

13,833 13,743 △ 89

 (*)有価証券及び投資有価証券には、持分法適用の上場関連会社株式を含めており、差額は当該株式の時価評価による
ものです。

23,565 23,040 △ 524

負債計 47,037 46,512 △ 524



(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに(4) 現先短期貸付金

(3) リース投資資産

(5) 有価証券及び投資有価証券

(6) 差入保証金

負債

(1) 買掛金及び(2) 未払金

(3) 長期預り保証金

デリバティブ取引

該当事項はありません。

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

投資有価証券

① 子会社及び関連会社株式

② 非上場株式

(賃貸等不動産に関する注記)

1 賃貸等不動産の状況に関する事項

2 賃貸等不動産の時価に関する事項

賃貸等不動産

(注1)

(注2)

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

リース投資資産の時価については、一定の期間毎に区分した債権毎に債権額を満期までの期間
及び信用リスクを加味した利率により割引いた現在価値によっております。なお、連結貸借対照表
計上額には見積残存価額を含めております。

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金
融機関等から提示された価格によっております。

差入保証金の時価については、一定の期間毎に区分して、国債の利回り等適切な指標で割引い
た現在価値により算定しております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

1,663

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められることから、上表には含めておりません。

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用オフィスビルや賃貸商業施設を
有しております。

(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時価

預り保証金の時価については、一定の期間毎に区分して、国債の利回り等適切な指標に信用ス
プレッドを加味した利率で割引いた現在価値により算定しております。

(単位：百万円)

区分
連結貸借対照表
計上額

859

102,061 394,280

連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金

額、その他の物件については、適切に市場価額を反映していると考えられる指標等に基づく価額によっております。



(1株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません

(その他の注記)

1 退職給付会計関係

(1) 採用している退職給付制度の概要

 

(2) 確定給付制度

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の発生額

退職給付の支払額

その他

退職給付債務の期末残高

(注)簡便法を採用している連結子会社の退職給付債務を含めております。

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 百万円

期待運用収益 百万円

数理計算上の差異の発生額 百万円

事業主からの拠出額 百万円

退職給付の支払額 百万円

その他 百万円

年金資産の期末残高 百万円

(注)簡便法を採用している連結子会社の年金資産を含めております。

185 円 95 銭

　当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度

を採用しております。当社及び連結子会社10社は、積立型の確定給付企業年金制度及び退職一時金制

度を設けております。また、連結子会社のうち17社は非積立型の退職一時金制度を設けております。

　確定給付企業年金制度及び退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給

しております。連結子会社は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

1,885 円 29 銭

674 百万円

35 百万円

3 百万円

　なお、当社は、保有株式の拠出により、退職給付信託を設定しております。

10,316 百万円

7,360

78

67

494

△ 380

28

△ 652 百万円

35 百万円

10,412 百万円

7,650



③

積立型制度の退職給付債務 百万円

年金資産 百万円

百万円

非積立型制度の退職給付債務 百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 百万円

退職給付に係る負債 百万円

退職給付に係る資産 百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 百万円

(注)簡便法を採用している連結子会社の退職給付債務及び年金資産を含めております。

④ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 百万円

利息費用 百万円

期待運用収益 百万円

数理計算上の差異の費用処理額 百万円

その他 百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 百万円

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用を含めております。

⑤ 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

数理計算上の差異 百万円

合計 百万円

⑥ 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識数理計算上の差異 百万円

合計 百万円

⑦ 年金資産に関する事項

1 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

生保一般勘定

国内株式

その他

合計

（注）年金資産合計には、退職給付信託が17.6％含まれております。

2 長期期待運用収益率の設定方法

⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率

長期期待運用収益率

予想昇給率

2,761

2,883

△ 121

2,761

674

35

退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退
職給付に係る資産の調整表

9,508

△ 7,650

1,857

904

△ 142

△ 142

740

740

82.4%

16.8%

△ 78

77

△ 21

686

0.8%

100.0%

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資
産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

0.41%

1.25%

3.11%



2 企業結合等関係

取得による企業結合

（1） 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及び事業内容

被取得企業の名称　　株式会社アイ・エス・エスグループ本社

  事業内容　　　　　　橋梁設計事業、建設設計事業

② 企業結合を行った主な理由

③ 企業結合日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

⑤ 結合後企業の名称

株式会社アイ・エス・エスグループ本社

⑥ 取得した議決権比率

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

スバル興業が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

（2） 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成29年８月１日から平成30年１月31日まで

なお、株式会社アイ・エス・エスグループ本社は１月決算会社であります。

（3） 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 百万円

取得原価 百万円

（4） 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 百万円

（5） 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額 百万円

② 発生原因  主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間 10年間にわたる均等償却

（6） 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 百万円

固定資産 百万円

資産合計 百万円

流動負債 百万円

固定負債 百万円

負債合計 百万円

(注)　スバル興業は１月決算会社であります。

(注：本連結計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております｡)

  連結子会社のスバル興業株式会社(以下、「スバル興業」)は、平成29年７月27日開催のスバル興業取締役会に

おいて、株式会社アイ・エス・エスグループ本社（本社　東京都目黒区）の全株式を取得し、子会社化することにつ

いて決議し、スバル興業は平成29年８月１日に株式を取得しております。

　株式会社アイ・エス・エスグループ本社は、株式会社アイ・エス・エス及び株式会社アイ・エス・エス・アー

ルズを事業会社とする持株会社であり、事業会社では橋梁、土木構造物、建築構造物等の設計業務を

主力事業として展開しております。同社がスバル興業グループの一員となることにより、グループの企業

価値がより一層向上するとの判断から、スバル興業は同社を子会社化いたしました。

平成29年8月1日

100.0%

1,125

1,125

357

486

__________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________

7

738

515

357

873

128



 

個  別  注  記  表   

 

（ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ）  

 

  １ ． 有価証券の評価基準及び評価方法 

   (1) 子会社株式及び関連会社株式 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 移動平均法に よ る原価法 

   (2) その他有価証券  時価のあ る もの ・ ・ 決算日の市場価格等に基づ く 時価法 （ 評価差額は全部純資 

                      産直入法に よ り 処理 し 、 売却原価は移動平均法によ り 算定 ）  

             時価のない もの ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 移動平均法に よ る原価法 

  

 

  ２ ． た な卸資産の評価基準及び評価方法 

    映画の製作品及び仕掛品は 、 たな卸資産に含めてお り ます 。  

     製作品の う ち未封切作品 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 個別原価法 （ 収益性の低下に よ る簿価切下 

                             げの方法 ）  

     製作品の う ち期末前 ６ ヶ 月内封切済作品 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 取得原価の15％ （ 法人税法施行令第50条に 

基づ く 認定率 ） を基準 と し てお り ます 。

仕 掛 品 ・ ・ ・ 個別原価法 （ 収益性の低下によ る簿価切下げの方法 ）  

 商品及び貯蔵品 ・ ・ ・ 総平均法に よ る原価法 （ 収益性の低下に よ る簿価切下げの方法 ）  

 

 

３ ． 固定資産の減価償却の方法 

      (1) 有形固定資産 ・ ・ ・ 平成10年 ３ 月31日以前取得分で相当規模以上の建物 、 平成10年 ４ 月 １ 日以 

降取得 し た建物及び平成28年 ４ 月 １ 日以後に取得 し た建物附属設備並びに 

構築物は定額法 、 それ以外の有形固定資産は定率法によ っ てお り ます 。  

な お 、 建物の耐用年数は ７ 年か ら 50年であ り ます 。  

       (2) 無形固定資産 ・ ・ ・ 定額法に よ っ てお り ます 。 なお 、 自社利用のソ フ ト ウ ェ アについては 、 社 

内における利用可能期間 （ ５ 年 ） に基づ く 定額法に よ っ てお り ます 。  

 

 

      ４ ． 引当金の計上基準 

       (1) 貸 倒 引 当 金 ・ ・ ・ 債権の貸倒れに よ る損失に備え る ため 、 一般債権については貸倒実績率に 

よ り 、 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討 し 、  

回収不能見込額を計上 し てお り ます 。  

             (2) 賞 与 引 当 金 ・ ・ ・ 期末従業員に対 し 、 ６ 月に支給する賞与に充て る ため 、 支給見込額の う ち 、  

当事業年度の負担額を計上 し てお り ます 。  

            (3) ＰＣＢ処理引当金 ・ ・ ・ Ｐ Ｃ Ｂ （ ポ リ 塩化ビ フ ェ ニル ） 廃棄物処理に備え る ため 、 処理費用見積額 

を計上 し てお り ます 。  

(4) 退職給付引当金 ・ ・ ・ 従業員の退職給付に備え る ため 、 当事業年度末におけ る退職給付債務及び 

年金資産の見込額に基づ き計上 し てお り ます 。  

①退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあた り 、 退職給付見込額を当事業年度末ま での期 

 間に帰属 さ せる方法については 、 給付算定式基準によ っ てお り ます 。  

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は 、 各事業年度の発生時におけ る従業員の平均残存勤 

務期間以内の一定の年数 （ 13年 ） に よ る定額法に よ り 按分 し た額を それ 

ぞれ発生の翌事業年度か ら費用処理 し てお り ます 。  

過去勤務費用は 、 その発生時に一括で費用処理 し てお り ます 。  



 

５ ． 収益及び費用の計上基準 

   フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ース取引に係る収益の計上基準 

リ ース料受取時に売上高 と 売上原価を計上する方法に よ っ てお り ます 。  

 

 

６ ． 消費税等の会計処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ っ てお り ます 。  

 

 

７ ． のれんの償却方法及び償却期間 

   のれんについては 、 その効果が発現する と 見積 も られる期間 （ 20年以内 ） で均等償却 し てお り  

ま す 。 た だ し 、 金額に重要性が乏 し い場合には 、 発生年度の費用 と し て処理 し てお り ます 。  

 

( 追加情報 )  

   「 繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針 」 ( 企業会計基準適用指針第26号  平成28年 3 月 

28日 ) を当事業年度から適用 し てお り ます 。  

 



 

（ 貸借対照表等に関する注記 ）  

 

１ ． 担保に供 し てい る資産     土      地             250 百万円 

上記の う ち土地に対応する債務 長期預 り 保証金           30 百万円 

 

 

２ ． 有形固定資産の減価償却累計額         108,413 百万円 

 

３ ． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 （ 区分表示 し た ものを除 く ）  

短期金銭債権                 1,206 百万円 

長期金銭債権                   0 百万円 

短期金銭債務                    1,734 百万円 

長期金銭債務                 328 百万円 

 

４ ． た な卸資産の内訳 

商品及び製品                 1,398 百万円 

仕掛品                     3,864 百万円 

貯蔵品                    203 百万円 

 

 

( 損益計算書に関する注記 ）  

 

 

１ ． 関係会社 と の取引高 

営業取引に よ る収入                 17,937 百万円 

営業取引によ る支出                 17,703 百万円 

     営業取引以外の取引に よ る取引高           2,471 百万円 

     

                         

  （ 株主資本等変動計算書に関する注記 ）  

 

 

１ ． 自己株式の種類及び株式数                         （ 単位 ： 株 ）  

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

  普通株式 7,800,109     1,003,557     ― 8,803,666  

  合計 7,800,109     1,003,557        ― 8,803,666  

  （ 変更事由の概要 ）    

増加数は、単元未満株式の買取 3,557 株 、市場からの取得1,000,000株によるものであります 。  

 

 



 

（ 税効果会計に関する注記 ）  

 

１ ． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 流動の部 

（ 繰延税金資産 ）      賞 与 引 当 金        84 百万円 

             た な 卸 資 産 評 価 損        228 百万円 

             資 産 除 去 債 務         5 百万円 

             未 払 事 業 税 ・未 払 事 業 所 税        216 百万円 

 そ の 他        125 百万円 

                             繰 延 税 金 資 産 合 計        660 百万円 

 

固定の部 

（ 繰延税金資産 ）      貸 倒 引 当 金         5 百万円 

退 職 給 付 引 当 金        246 百万円 

未 払 役 員 退 職 慰 労 金        24 百万円 

             投 資 有 価 証 券 評 価 損        729 百万円 

             子 会 社 株 式 評 価 損        158 百万円 

             減 損 損 失       1,224 百万円 

             Ｐ Ｃ Ｂ 処 理 引 当 金     119 百万円 

現物分配による子会社株式の計上     354 百万円 

             資 産 除 去 債 務      743 百万円 

             そ の 他       565 百万円 

繰 延 税 金 資 産 小 計           4,171 百万円 

 評 価 性 引 当 額      △  2,269 百万円 

繰 延 税 金 資 産 合 計          1,902 百万円 

                 

（ 繰延税金負債 ）      その他 有 価 証 券 評 価 差 額 金         10,966 百万円 

         土 地 圧 縮 積 立 金        155 百万円 

         建 物 圧 縮 積 立 金        25 百万円 

             資 産 除 去 債 務 に 対 応 す る 除 去 費 用        209 百万円 

             土 地 評 価 差 額          4,826 百万円 

             そ の 他         4 百万円 

             繰 延 税 金 負 債 合 計          16,187 百万円 

             繰 延 税 金 負 債 の 純 額          14,285 百万円 

 

 

２ ． 法定実効税率 と 税効果会計適用後の法人税等の負担率 と の差異原因 

   法定実効税率                               30.86 ％ 

（ 調整 ）   

交際費等永久に損金に算入 さ れない項目                 0.12 ％ 

   受取配当金等永久に益金に算入 さ れない項目                △ 1.80 ％ 

   評価性引当額                              △ 0.73 ％ 

   のれん償却額                                 0.11 ％ 

合併に よ る影響額                         △ 8.74 ％ 

その他                              △ 0.06 ％ 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率                    19.76 ％ 

 



 

（ リースによ り使用する固定資産に関する注記 ）  

 

 

（ 借手側 ）  

1 ． リ ース物件の所有権が借主に移転する と 認め られる もの以外の フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ース取引 

 

(1) リ ース物件の取得価額相当額 、 減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
    取 得 価 額 相 当 額        201 百万円 

    減価償却累計額相当額        178 百万円 

    期 末 残 高 相 当 額        23 百万円 

 

(2) 未経過 リ ース料期末残高相当額 

未経過リース料期末残高相当額     １ 年内          16 百万円 

                            １ 年超          11 百万円 

                        合 計        28 百万円 

 

      (3) 支払 リ ース料 、 減価償却費相当額及び支払利息相当額 

                        支 払 リ ー ス 料        24 百万円 

                       減 価 償 却 費 相 当 額         19 百万円 

                        支 払 利 息 相 当 額         1 百万円 

      (4) 減価償却費相当額の算定方法 

         リ ース期間を耐用年数 と し 、 残存価額を零 と する定額法によ っ てお り ます 。  

    (5) 利息相当額の算定方法 

         リ ー ス料総額 と リ ース物件の取得価額相当額 と の差額を利息相当額 と し 、 各期への配分方法は 

         利息法に よ っ てお り ます 。  

 

 

 



 

（ 関連当事者との取引に関する注記 ）  

 

１ ．子会社等 

貸付金利息 5 長期貸付金 1,000
金銭の借入 4,971 短期借入金 6,915
借入金利子 0
金銭の借入 5,059 短期借入金 24,538
借入金利子 0
金銭の借入 149 短期借入金 1,141

1年内返済予定の長期借入金 1,600
借入金利子 4 長期借入金 300
金銭の借入 194 短期借入金 2,316
借入金利子 4 長期借入金 2,000
金銭の借入 △ 49 短期借入金 1,096

1年内返済予定の長期借入金 6,400
借入金利子 16 長期借入金 1,300

子会社

東宝東和㈱ 直接100.00％ 外国映画作品の各興行会社への配給子会社

㈱東宝サービスセンター

当社不動産の保守管理等

当社映画・演劇等に俳優を派遣

当社不動産の保守管理等直接100.00％

子会社 東宝ビル管理㈱ 直接100.00％

子会社 東宝芸能㈱ 直接100.00％

取引金額 科目 期末残高

子会社 ＴＯＨＯシネマズ㈱ 直接100.00％ 当社配給映画作品の興行

（単位　百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者との関係 取引の内容

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1)  上記金額の う ち 、 取引金額は消費税等を含まず 、 期末残高は消費税等を含んで表示 し てお り ま

す 。  

(2)  金銭の借入は 、 グループ全体の資金効率化を図る ために借入を実施 し た ものであ り 、 利率は市中

金利を勘案 し 決定 し てお り ます 。  

(3)  金銭の貸付は 、 グループ全体の資金効率化を図る ために貸付を実施 し た ものであ り 、 利率は市中

金利を勘案 し 決定 し てお り ます 。  

(4)  金銭の借入貸付の う ち 、 短期の ものは 、 日々変動する ため 、 取引金額については前期末残高に対

する増減額を記載 し てお り ます 。  

 

 

 

 

（ 1 株当たり情報に関する注記 ）  

 

１ ． 1 株当たり純資産額                           1 ,433 円52銭 

２ ． 1 株当たり当期純利益                         214 円72銭 

 

 

（ 連結配当規制適用会社に関する注記 ）  

 

当社は 、 連結配当規制適用会社であ り ます 。  

 



 

（ その他の注記 ）  

 

１ ．退職給付会計関係 

 

(1)  採用 し てい る退職給付制度の概要 

確定給付型の制度 と し て 、 確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けてお り ます 。  

ま た 、 保有株式の拠出によ り 退職給付信託を設定 し てお り ます 。  

な お 、 従業員の退職等に際 し て 、 退職給付会計に準拠 し た数理計算に よ る退職給付債務の対象 と  

さ れない割増退職金を支払 う 場合があ り ます 。  

 

(2)  確定給付制度 

①  退職給付債務の期首残高 と 期末残高の調整表 

   退職給付債務の期首残高                        6,917 百万円 

    勤務費用                            357 百万円 

    利息費用                             35 百万円 

    数理計算上の差異の発生額                    3 百万円 

    退職給付の支払額                      △ 473 百万円 

合併に よ る増加                        595 百万円 

   退職給付債務の期末残高                         7,434 百万円 

 

②  年金資産の期首残高 と 期末残高の調整表 

   年金資産の期首残高                          5,779 百万円 

    期待運用収益                          78 百万円 

    数理計算上の差異の発生額                     67 百万円 

    事業主か らの拠出額                       353 百万円 

    退職給付の支払額                      △ 306 百万円 

   年金資産の期末残高                          5,973 百万円 

 

③  退職給付債務及び年金資産の期末残高 と 貸借対照表に計上 さ れた退職給付引当金及び前払年金 

費用の調整表 

   積立型制度の退職給付債務                       7,434 百万円 

   年金資産                             △  5,973 百万円 

   未積立退職給付債務                          1,461 百万円 

   未認識数理計算上の差異                     △ 740 百万円 

   貸借対照表に計上 さ れた負債 と 資産の純額             720 百万円 

   退職給付引当金                            1,385 百万円 

   前払年金費用                         △ 664 百万円 

   貸借対照表に計上 さ れた負債 と 資産の純額              720 百万円 

 

④  退職給付費用及びその内訳項目の金額 

   勤務費用                             357 百万円 

   利息費用                              35 百万円 

   期待運用収益                         △  78 百万円 

   数理計算上の差異の費用処理額                    77 百万円 

   その他                            △  43 百万円 

   確定給付制度に係る退職給付費用                  347 百万円 

 

 



 

⑤  年金資産に関する事項 

1 ． 年金資産の主な内訳 

    年金資産合計に対する主な分類ご と の比率は 、 次の と お り であ り ます 。   

生保一般勘定                              77.5 ％ 

   国内株式                                21.5 ％ 

   その他                                 1.0 ％ 

   合計                                   100.0 ％ 

 

  （ 注 ） 年金資産合計には 、 退職給付信託が22.5%含まれてお り ます 。  

 

2 ． 長期期待運用収益率の設定方法 

     年金資産の長期期待運用収益率を決定する ため 、 現在及び予想 さ れる年金資産の配分 と 、  

   年金資産を構成する多様な資産か らの現在及び将来期待 さ れる長期の収益率を考慮 し てお り  

   ま す 。  

 

⑥  数理計算上の計算基礎に関する事項 

    当会計年度末におけ る主要な数理計算上の計算基礎 

   割引率                                0.41 ％     

   長期期待運用収益率                          1.25 ％ 

   予想昇給率                              3.11 ％ 

 



 

２ ．企業結合等関係 

 共通支配下の取引等 

 （ 東宝不動産株式会社の吸収合併 ）  

  (1)  取引の概要 

   ①  結合当事企業の名称及びその事業の内容 

     結合当事企業の名称  東宝不動産株式会社 （ 以下 、 「 東宝不動産 」 と い う ）  

     事業内容       土地 ・ 建物の賃貸及び管理の受託 

総資産    40,899 百万円 

負債        8,366 百万円 

純資産    32,533 百万円 

   ②  企業結合日 

     平成29年 ３ 月 １ 日 （ 効力発生日 ）  

   ③  企業結合の法的形式 

     当社 を存続会社 と し 、 東宝不動産を消滅会社 と する吸収合併 

   ④  結合後企業の名称 

     東宝株式会社 

   ⑤  取引の目的 

     当社 と 東宝不動産の人材 ・ ノ ウハウ を結集 し た強固な組織基盤の も と 、 企画力 ・ 営業力の強 

化 と 業務の効率化を推進 し 、 不動産事業の さ ら な る成長 ・ 発展並びにグループ全体の中長期 

的な企業価値向上を図る こ と を目的 と し てお り ます 。  

 

(2)  会計処理の概要 

   当該取引は 、 「 企業結合に関する会計基準 」 （ 企業会計基準第21号  平成25年 9 月13日 ） 及 

び 「 企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針 」 （ 企業会計基準適用指針第 

10号平成25年 9 月13日 ） に基づ き 、 共通支配下の取引等 と し て処理 し てお り ます 。  

 な お 、 合併効力発生日において吸収合併消滅会社か ら受け入れた資産及び負債の差額 と 、 当 

社が所有する子会社株式の帳簿価額 と の差額 13,686 百万円を特別利益 （ 抱合せ株式消滅差益 ） と  

し て計上 し てお り ます 。  

 

          （ 注 ：本計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております｡)  


